
人については、障害者職業能力開発校におい
て、職業訓練を実施している。
　平成27年４月１日現在、障害者職業能力開
発校は国立が13校、都道府県立が６校で、全
国に19校が設置されており、国立13校のうち
２校は高齢・障害・求職者雇用支援機構が運
営し、他の11校は都道府県に運営を委託して
いる。
　障害者職業能力開発校は、入校者の障害の
重度化・多様化が進んでいることを踏まえ、
個々の訓練生の障害の態様を十分に考慮し、
きめ細かい支援を行うとともに、職業訓練内
容の充実を図ることにより、障害のある人の
雇用の促進に資する職業訓練の実施に努めて
いる。
　なお、障害者職業能力開発校の就職率につ
いては、障害者基本計画（第３次）において、

平成29年度に65％となるよう目標設定されて
いる。

イ　 一般の公共職業能力開発施設における受
入れの促進

　都道府県立の一般の公共職業能力開発施設
において、精神障害や発達障害のある人を対
象とした訓練コースの設置を促進し、受講機
会の拡充を図っている。

ウ　障害者の態様に応じた多様な委託訓練
　雇用・就業を希望する障害のある人の増大
に対応し、居住する地域で職業訓練が受講で
きるよう、地域の企業、社会福祉法人、特定
非営利活動法人、民間教育訓練機関等を活用
した障害者の態様に応じた多様な委託訓練
（以下「障害者委託訓練」という。）を各都

■図表５-13

資料：厚生労働省
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道府県において実施している。
　障害者委託訓練は、主として座学により知
識・技能の習得を図る「知識・技能習得訓練
コース」、企業の現場を活用して実践的な職
業能力の向上を図る「実践能力習得訓練コー
ス」、通校が困難な人などを対象とした「e－
ラーニングコース」、特別支援学校高等部等
に在籍する生徒を対象とした「特別支援学校
等早期訓練コース」及び在職障害者を対象と
した「在職者訓練コース」の５種類があり、
個々の障害特性や企業の人材ニーズに応じて
多様な職業訓練を行うことが可能な制度であ
る。なお、委託訓練修了者の就職率について
は、平成25年度は47.1％であり、障害者基本
計画（第３次）において、平成29年度に55％
となるよう目標設定した。

エ　 精神障害・発達障害がある人に対する職
業訓練

　ハローワークに求職を申し込む精神障害者
や発達障害者の増加が近年著しいことを踏ま
え、精神障害者や発達障害者の障害特性に配
慮した訓練コースの設置を推進することとし
ている。このため、都道府県が運営する障害
者職業能力開発校で精神障害者や発達障害者
の障害特性に配慮した訓練コースの設置が円
滑に行われるよう高齢・障害・求職者雇用支
援機構が運営する障害者職業能力開発校にお
いて、訓練計画の策定、指導技法、訓練コー
ス設置後のフォローアップ支援を行っている。
　また、前述の障害者の態様に応じた多様な
委託訓練においても、精神障害者の増加や精
神障害者向けの職業訓練の実施に係るノウハ
ウの蓄積が乏しい現状を踏まえ、平成26年度
から、①地域の就労支援機関に委託して精神
障害者向け職業訓練の受託先の開拓や職業訓
練の設定、実施等の支援を行うことや、②精
神障害者向けの職業訓練に関するモデルカリ
キュラム、指導技法等の開発・普及を行うこ

ととしている。

オ　障害のある人の職業能力開発に関する啓発
①　 全国障害者技能競技大会（愛称：アビリ
ンピック）の実施

　全国障害者技能競技大会は、障害のある人
の職業能力の開発を促進し、技能労働者とし
ての自信と誇りを持って社会に参加するとと
もに、広く障害のある人に対する社会の理解
と認識を深め、障害のある人の雇用の促進を
図ることを目的として、アビリンピックの愛
称の下、昭和47年から実施している。
　平成26年度には、愛知県で第35回大会が開
催（11月21日～23日）された。
②　国際アビリンピックへの日本選手団の派遣
　国際アビリンピックは、昭和56年の「国際
障害者年」を記念して、障害のある人の職業
的自立意欲の増進と職業技能の向上を図ると
ともに、事業主及び社会一般の理解と認識を
深め、更に国際親善を図ることを目的として、
昭和56年10月に第１回大会が東京で開催さ
れ、以降おおむね４年に１度開催されている。

（11） 雇用の場における障害のある人の人権
の確保

　全国の法務局・地方法務局及びその支局で
は、人権相談等により雇用の場における障害
のある人に対する差別的取扱い等の人権侵害
の疑いのある事案を認知した場合には、事案
に応じた適切な措置を講じるなどして、人権
侵害による被害の救済及び予防を図っている。
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